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１ 福岡市の財政構造について（概要）

○ 公債費の割合が非常に高い
（市債残高が多い）

○ 社会保障関係費の占める割合が高い上、
増加ペースが非常に速い
（扶助費、繰出金、民生費）

一方、
○ 公共事業費の減少ペースが速い

（普通建設事業費、土木費）
○ 人件費の割合が他都市より低い

歳出

経費の中でも、短期的に縮減が難しい経費（公債費、扶助費）の
ウエイトが高くなっており、財政構造は硬直化している。

○ 平成20年度のリーマンショックにより市税
は減少

○ 財政収支の悪化を受けて地方交付税等
が増加

一般財源総額は増加したが、地方交付税
等 （なかでも臨時財政対策債）への依存が
高まっている。

歳入
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平成24年度予算における歳入の内訳（一般会計）

市税
2,641億円

地方交付税
435億円

使用料・手数料
220億円 市債（臨財債除く）

356億円

諸収入1,592億円
（商工金融資金1,212億円）

国・県支出金など
1,612億円

一般財源
3,882億円特定財源

3,780億円

歳入計
7,662億円

（１）歳入

臨時財政対策債
394億円

地方交付税等
計 829億円

臨時財政対策債（臨財債）

一般財源の不足に対処するた
め、国が地方交付税として配分
するかわりに、地方自らが発行
する地方債。

実際の借り入れの有無にかかわ
らず、その元利償還金相当額は
地方交付税の算定にあたり、後
年度の基準財政需要額に算入
される。

市債
計 750億円

・ 歳入7,600億円余のうち、使途が自由に決められる「一般財源」はおよそ半分。残り半分は、
使途が特定の事業に限られる「特定財源」である。

・ 地方交付税等のうち、半分近くが「臨時財政対策債」となっており、また同時に、市債の半
分を占めるに至っている。

地方譲与税・国交付金など
412億円
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税収構造
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個人市民税 809億円

固定資産税 1,057億円

市税収入
2,641億円
（H24当初予算）

市たばこ税 111億円

都市計画税 219億円

事業所税 71億円
その他 12億円

（軽自動車税など）

・ 税収の大半（93％）は個人市民税、法人市民税及び固定資産税・都市計画税である。

・ 卸・小売業、サービス業が中心の産業構造を反映して、市民税収入はより景気変動を受けやすくなっている。

法人市民税 362億円

・近年、納税義務者は増加する傾
向であるが、一方、景気状況を反
映し、一人あたり個人市民税は減
少している、

・本市は、卸・小売業、サービス業、
金融・保険業で半分以上を占める。
・減少基調であり、近年ではリーマ
ンショックの影響が大きい

・バブル経済が崩壊したH10以降

概ね横ばい

3



一般財源の推移

一般財源の推移
（当初予算）

2,481 2,457 2,450 2,528 2,534
2,741 2,740 2,690 2,631 2,662 2,641

601 594 677 624 636
482 468 457

424 403 412

763
633 599 514 452 409 395 404

416 435 435

170
302 216

167 150 130 202 305 355 394

4,015 3,986 3,942
3,833 3,772 3,770 3,733 3,753 3,776

3,855 3,882

138
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3,000
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4,000
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〔億円〕

交
付
税
等

市
税

そ
の
他

臨時財政対策債

地方交付税

・ 一般財源のうち、市税収入は国からの税源移譲等により、平成19年度に一時約200億円の増となっ
たものの、平成20年秋のリーマンショック以降、約100億円減少。

・ 地方交付税等については、三位一体改革の影響を受けて、平成14年度の933億円から平成20年度
の525億円まで大きく削減が進んだが、それ以降、地方財政収支の悪化を受けて増加に転じている。

・ 地方交付税等のなかでも、臨時財政対策債が急増。
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（２）歳出〔性質別〕

歳出ベース 平成24年度予算歳出内訳
（一般会計）

人件費
749億円

物件費
490億円

普通建設事業費等
172億円

繰出金 348億円

公債費
905億円

一般財源計
3,882億円

維持補修費
40億円

扶助費
583億円

補助費等
564円

その他 32億円

・ 一般会計予算の歳出を性質別に仕分けたものが左、さらに、このうち一般財源に限って充当
状況を示したものが右である。

・ 一般財源の充当は、公債費の割合が最も高く、次いで人件費、扶助費、補助費等となってい
る。公共工事に関する経費（普通建設事業費等）は4％程度となっている。

一般財源ベース

人件費
815億円

物件費
794億円

普通建設事業費等
677億円

貸付金
1,426億円

繰出金 424億円

公債費
1,010億円

歳出計
7,662億円

扶助費
1,769億円

補助費等
596円

その他 64億円

うち生活保護 783億円

うち商工金融資金
1,212億円

維持補修費
88億円

後期高齢者医療負担金 116億円

医療・介護保険関係繰出金 259億円
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歳出〔目的別〕

一般財源ベース
平成24年度予算歳出内訳

（一般会計）

一般財源計
3,882億円

こども育成費
391億円

保健福祉費
913億円

環境費
180億円

経済観光文化費
117億円

土木費
44億円

都市計画費
375億円

消防費
127億円

教育費
298億円

公債費
962億円

総務費
361億円

その他
114億円

・ 歳出を目的別に仕分けると以下のとおり。一般財源の充当状況としては、こども育成費や保
健福祉費といった社会保障関係が合計で35％程度、次いで公債費となり、これで全体の約６割

を占める。

歳出ベース

12%

23%

4%

18%
5%

8%

2%

6%

13%

6% 3%

歳出計
7,662億円

こども育成費
890億円

保健福祉費
1,813億円

環境費
1,813億円経済観光文化費

1,350億円

土木費
378億円

都市計画費
647億円

消防費
136億円

教育費
474億円

公債費
1,014億円

総務費
452億円

その他
214億円

生活保護 821億円
高齢福祉 326億円
障がい福祉 304億円
保健衛生 139億円

うち商工金融資金
1,212億円

生活保護 225億円
高齢福祉 293億円
障がい福祉 129億円
保健衛生 114億円
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市債残高

市民一人あたりの市債残高
（全会計・Ｈ22決算）
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〔億円〕

・ 近年の市債発行抑制の取組みにより、平成16年度のピークから2,400億円程度減少。

・ しかしながら、７年間で9％程度の減少にとどまっており、市債残高の縮減には中長期的な取組
みが必要となっている。

市債残高の推移（全会計）

臨時財政対策債

〔万円〕

7



構成比

0

15

30
　総 務 費

　民 生 費

　衛 生 費

　土 木 費

教 育 費

公 債 費

福　 岡　 市

政令市平均

歳出（一般財源ベース）に占める各経費の構成割合を比較すると、以下のとおり
・ 性質別では、人件費の割合が非常に低く、公債費が非常に高い。
・ 目的別では、公債費が非常に高く、総務費と民生費がやや低い。

主要費目 構成比較
（Ｈ22普通会計決算・一般財源ベース）

生活保護
児童福祉

障がい福祉
高齢者福祉

など

保健衛生
障がい福祉

（精神）
保健所

清掃など

目的別

（単位：％）

（単位：％）

土木、都市計画など

構成比

0

15

30
人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費物件費

補助費等

繰出金

福　 岡　 市

政令市平均

※１ 構成割合10％以上の費目を抽出比較

※２ 政令市平均は、本市を除く政令市移行後10年を経過した12都市の平均（H15移行のさいたま市を含む）

※３ 普通会計の区分（総務省）は、本市の区分と異なる部分がある。

（単位：％）

性質別

〔他都市との比較〕 歳出構成の特徴
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繰出金

公債費

人件費

物件費

補助費等

普通建設

事業費

性質別

H21 定額給付金

・扶助費は６割の増
・繰出金（医療・介護保険等）

は４割弱の増
・普通建設事業費（公共事業）

は5割の減

医療・介護保険等の増加
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民生費

公債費

衛生費

教育費

総務費

土木費

目的別

・民生費は４割の増
・土木費は４割弱の減

歳出の過去10年推移
＜普通会計決算ベース＞

・ 近年、高齢化や公債費の高止まりに対応して、義務的な経費を除く経常的な経費にあっては
毎年5％～10％、投資的な経費にあっては15％～20％ずつ圧縮した予算配分を行っており、

市債の発行抑制も加わって、以下のような構造の変化が生じている。
＜主要費目別 一般財源額の推移 （Ｈ13を100とした値）＞
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福岡市の財政構造について（概要）〔再掲〕

○ 公債費の割合が非常に高い
（市債残高が多い）

○ 社会保障関係費の占める割合が高い上、
増加ペースが非常に速い
（扶助費、繰出金、民生費）

一方、
○ 公共事業費の減少ペースが速い

（普通建設事業費、土木費）
○ 人件費の割合が他都市より低い

歳出

経費の中でも、短期的に縮減が難しい経費（公債費、扶助費）の
ウエイトが高くなっており、財政構造は硬直化している。

○ 平成20年度のリーマンショックにより市税
は減少

○ 財政収支の悪化を受けて地方交付税等
が増加

一般財源総額は増加したが、地方交付税
等 （なかでも臨時財政対策債）への依存が
高まっている。

歳入

10



２．財政見通し（概要） ＜Ｈ24.5試算版＞

○ 伸び続ける社会保障関係費
・医療や介護への負担金・繰出金の増加
・生活保護、障がい関連の扶助費の増加

○ 再び増加も見込まれる公債費
○ 退職者の増加により、これからピークを

迎える人件費

○ 公共施設の維持管理経費等の増加

歳出

重要事業の推進や新たな課題への対応のために
使える財源が大幅に減少

徹底した見直しを行い、財源の確保に取り組むことで、
「暮らしの質の向上」と「都市の成長」の実現を図る。

○ 市税はGDPの伸びを前提に微増
○ 地方交付税等は市税の増により微減

地方交付税の代替として、引き続き、国から
臨時財政対策債の発行が求められる可能性

大幅な伸びが期待できない一般財源

歳入

・ 老年人口（65歳以上）が増加し、生産年齢人口の割合が低下
特に、75歳以上（後期高齢者）は10年間で1.5倍に

・ 生活保護世帯、障がいのある方が引き続き増加していく可能性
・ 昭和40～50年代に整備した公共施設等の老朽化、大量更新期の到来

改革を
怠れば
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一般財源の総額は、ほぼ横ばいであり、大幅な伸びは期待できない。（今後10年間で約3％増加）
・ 市税はＧＤＰの伸びを前提に微増の見込み。（今後10年間で約４％増加）
・ 地方交付税等は、生活保護費や社会福祉費の増加などの増要素の一方、市税の増収などの

減要素により、全体としては微減の見込み。（今後10年間で約２％減少）

2,641 2,658 2,694 2,678 2,714 2,757 2,721 2,743 2,764 2,728 2,749

382 375 387 401 395 399 399 399 399 399

829 825 787 787 808 774 790 787 753 815 814
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税
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前提：ＧＤＰの伸びH29まで年平均約1％強を想定（「経済財政の長中期試算」（慎重シナリオ）（H24.1.24内閣府発表）。国の制度等は，現行どおり

※［GDP伸び］ H23：▲1.9％，H24：2.0％，H25：1.7％，H26：2.6％，H27：1.8％，H28：2.3％，H29以降：0.0％（伸びを見込まず）

臨時財政対策債は、交付税等の内数として、Ｈ24当初予算同額（394億円）とする。

税制改正は、法案成立済み分を反映。（地方消費税増税の影響は、歳入・歳出とも見込んでいない。）

3,882 3,888 3,898 3,896 3,947 3,960 3,940 3,958 3,946 3,972 3,992

〔億円〕

（１）大幅な伸びが期待できない一般財源

そ
の
他
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福岡市の人口推計

※企画調整部推計資料

福岡市の人口推計（年齢階層別）
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生産年齢人口（15歳～64歳）

老年人口（65歳以上）

年少人口（14歳以下）

・ 福岡市の人口は今後20年間増加し、ピークは平成47年（2035）頃、約160万人に達する。
・ 老年人口は引き続き増加し、特に75歳以上（後期高齢者）の人口は今後10年間で約1.5倍に。

75歳以上の人口推計
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医療・介護保険　繰出金・負担金の見通し
（一般財源ベース・経常的な費用のみ）
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〔億円〕

・ 老年人口、75歳以上（後期高齢者）の人口の増加に伴い、後期高齢者医療や介護保険等の、医
療・介護保険関係の繰出金・負担金は、大幅に増加（10年間で30％超の増加）

国民健康
保険

介護保険

後期高齢
者医療

（２）医療や介護保険にかかる社会保障関係費の見通し
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福祉サービス利用者の推移

障がい関連の手帳所持者数
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〔人：療育、
精神〕
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〔人：身体〕
生活保護世帯数・保育所入所児童数

18,038
18,460

19,118
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23,844 23,860 23,929
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23,525

29,549
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26,732
25,913

10,000

12,000
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16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

〔人・世帯〕

生活保護世帯

保育所入所児童数

精神

身体

療育

・近年、生活保護世帯や障がい者（児）が急増している。
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生活保護

児童

障がい

その他
高齢

一般財源（億円）

・ 近年の生活保護世帯の増加の傾向や、障がい福祉サービスの利用増加が続けば、扶助費全体
は今後10年間で30％超の増加となる。

・なお、予測を超える保育需要の増加も見込まれること（保育所の待機児童対策など）から、児童福
祉にかかる扶助費は、さらに増加する可能性がある。

扶助費の見通し（一般財源ベース・経常的な費用のみ）

578 607 622 638 654 671 690 709 728 749 771

（３）経済的支援等（扶助費）にかかる社会保障関係費の見通し

16



504
602 648 695 734 733 756 778 778 799 821 819 816

386

382

218 205 194238254 232
265

327

291

341363

956

850
805

898

591

530

684
720

587

819

653

644

750

0

200

400

600

800

1,000

1,200

利子 386 382 363 341 327 291 265 254 238 232 218 205 194

元金 504 602 648 695 734 733 756 778 778 799 821 819 816

発行額 956 850 805 898 819 653 644 587 530 591 684 720 750

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

億円

1,031 1,039 1,024 1,010

890

984 1,011 1,036
1,061

1,024 1,021 1,032 1,016

※元金は満期一括基金積立金を含み、利子には一時借入金利子を含む。

公債費の推移(一般会計：当初予算ベース)

・ 公債費は14年度以来、1,000億円を超える水準で高止まりとなっている。

公債費の推移

17



・ 過去の市債発行抑制の効果により、平成26年頃には一旦1,000億円を下回る見通し。

・ しかし、近年、臨時財政対策債の市債発行が増加していることから、現在の水準を維持する
と、平成28年度以降には再び増加基調に転じることになる。

・ 加えて、市民会館など今後見込まれる大規模な施設の建替にあたり大量の市債を発行する
ことになると、更に増加していくことになる
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公
債

費
に
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す
る
一

般
財
源

（
億
円

）

〔億円〕

一般財源ベース

※ 市債発行額を平成24年度並み（750億円）とし推計したものであり、調達・償還方法の状況に応じて、今後、各年度の数値は変動する。

歳出ベース

（４）再び増加も見込まれる公債費

公債費の見通し
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・ 福岡市職員については、団塊の世代の退職期が収束したが、さらに大きな山として政令市昇格前後
に大量採用した世代の退職期が続いている。

・ 平成25年度にいよいよ定年退職のピークを迎え、平成２６年度には、退職手当を含む人件費のピー
クが到来することになる。

人件費推移と定年退職者数
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272 259

246 242
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773771775780784
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〔億円〕
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350

400

〔人〕

歳出ベース

一般財源ベース

退職者数

（５）これからピークを迎える人件費

※ 人件費には、対象外人件費を含む（土地区画整理関連の特別会計分を含む）。
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・昭和40年代から50年代にかけて、高度経済成長期や政令市移行期に大量の市有建築物が

整備されており、これらの老朽化が始まっている。
・そのため、平成22年度にアセットマネジメント実行計画を策定し、施設の長寿命化に取

り組んでいるところであるが、実施にかかる経費が大きく増加していく見通しである。

市有建築物整備の推移
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30 年以上40 年以上経過

政
令
市
移
行
▼
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（６）公共施設等の維持保全・長寿命化費用の増加



3,882 3,888 3,898 3,896 3,947 3,960 3,940 3,958
3,9923,9723,946

3,588 3,764
3,829 3,822

3,969
4,057 4,073 4,090 4,121 4,162

3,889

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

一般財源総額〔億円〕

重要事業の推進や新たな課題へ
の対応のために使える財源

扶助費

人件費

医療・介護
繰出・負担

物件費
など

公債費

アセット
経費

人件費は Ｈ26 ピーク

公債費は高止まり

公共施設等については、老朽化への確実な備えが必要

社会保障関係費は10年間で3割超増

21

（７）一般財源総額と経常的な経費の見通し
（現行制度を前提とした大まかな姿）



財政見通し（概要）＜Ｈ24.5試算版＞ 〔再掲〕

○ 伸び続ける社会保障関係費
・医療や介護への負担金・繰出金の増加
・生活保護、障がい関連の扶助費の増加

○ 再び増加も見込まれる公債費
○ 退職者の増加により、これからピークを

迎える人件費

○ 公共施設の維持管理経費等の増加

歳出

重要事業の推進や新たな課題への対応のために
使える財源が大幅に減少

徹底した見直しを行い、財源の確保に取り組むことで、
「暮らしの質の向上」と「都市の成長」の実現を図る。

○ 市税はGDPの伸びを前提に微増
○ 地方交付税等は市税の増により微減

地方交付税の代替として、引き続き、国から
臨時財政対策債の発行が求められる可能性

大幅な伸びが期待できない一般財源

歳入

・ 老年人口（65歳以上）が増加し、生産年齢人口の割合が低下
特に、75歳以上（後期高齢者）は10年間で1.5倍に

・ 生活保護世帯、障がいのある方が引き続き増加していく可能性
・ 昭和40～50年代に整備した公共施設等の老朽化、大量更新期の到来

改革を
怠れば

22





３ 新たな「財政健全化」の取組み

基本姿勢 「財政的自立」による「持続可能な財政構造の確立」へ

実現のための視点
・社会環境の変化を踏まえた「福岡市」の使命の再確認

→ 総合計画と連動した選択と集中
・各局・区の自律経営の視点による自主的な見直しと、取組み対象の重点化

財政状況の悪化に伴う、地方自治体自立の必要性

24

財政健全化の目的
・本市が進めようとするまちづくりの実現に必要な投資財源の確保
・都市の急速な高齢化（高齢者や老朽公共施設の増加）への対応
・将来世代への過度な負担を残さないため、高い水準にある市債

残高の縮減



総合計画と連動した行財政改革プランの策定スケジュール
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審議会

総合計画
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総
合
計
画
審
議
会
に
て
審
議

※現在、新たな基本構想・基本計画を策定中

（Ｈ24.12以降議会提出予定）

◇現在：昭和62年10月策定 目標年次：なし

◇現在：平成15年３月策定 目標年次：平成27年

具
体
化

基本構想

基本計画

長期的にめざす都市像を示したもので、
本市のさまざまな計画や、市政運営の
基本になるとともに、市民をはじめ、多く
の主体が共有するもの

基本構想で定めた都市像の実現に向け
た方向性を、まちづくりの目標や施策と
して総合的、体系的に示した10年間の
長期計画

※ 基本構想・基本計画策定と平行して検討中
（基本計画策定後、H24年度中に原案策定予定）

◇現在：平成20年６月策定 （平成20年度～平成23年度）

行政運営の仕組みや発想，手法を抜本的
に見直す行財政改革の基本的な方針を
定めて，必要な財源を確保するもの。

行財政改革プラン

人材育成・活性化プラン

外郭団体改革実行計画

情報化推進プラン

【 総 合 計 画 】

（部門別計画）

◇現在：平成20年６月策定 （平成20年度～平成23年度）

基本計画を推進するにあたって、具体的な
施策や事業を示した４年間の中期計画

実施計画
（政策推進プラン）

連
動

総合計画と行財政改革プランとの関係
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＜イメージ＞

※ MICE（マイス）とは、企業等の会議

（Meeting）、企業等の行う報奨・研修
旅行（インセンティブ旅行）（Incentive 
Travel）、国際機関・団体、学会等が
行う国際会議（Convention）、展示
会・見本市、イベント（Exhibition/    
Event） の頭文字のこと。多くの集客
交流が見込まれるビジネスイベント
などの総称。

福岡市の「住みやすさ」に磨きをかけて市民生活の質を高め、質の高い生活が
人と投資を呼び込み、都市の成長を実現させ、さらに生活の質が高まるという好
循環をつくっていく。

◆新基本構想（４つの都市像）（案）

１． 自律した市民が支え合い心豊かに生きる都市
２． 自然と共生する持続可能で生活の質が高い都市
３． 海と歴史と文化の魅力が人をひきつける都市
４． 活力と存在感に満ちたアジアの拠点都市

◆本市の都市経営の基本的方向性（案）

※本内容については、今後、総合計画審議会で議論されることとなっている。

①安全安心が確保された、
良好な生活環境をつくる

②すべての人の活躍の
機会をつくる

③人と人の支え合いの
新たな仕組みをつくる

①短期的には、観光と
ＭＩＣＥ※の強化

②中期的には、ＭＩＣＥの
交流からビジネス開発や
実証実験に

③長期的には、域外で
活躍する企業の立地、
創業につなぐ

質の高い生活が
人と投資を呼び込む

生活の質を高める 都市の成長を図る

都市の成長が
質の高い生活を生む

まちづくりの基本的方向性
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一般財源総額

取組みの方向性

扶助費

人件費

医療・介護
繰出・負担

物件費
など

公債費

アセット
経費

28

①歳入の確保

③投資の選択と集中

②経常的な経費の見直し

・現在、全庁を挙げて3,000程度ある既存事業の総点検（スプリングレビュー）等を行い、歳入の

確保や経常的経費の見直しを行っているところ。

・また、基本計画を推進していくため、具体的な施策や事業を示す政策推進プラン（実施計画）の
策定にあたっては、投資の選択と集中を図るための検討が進められている。

経常的な経費



予算編成における経費区分

政策推進プラン上の
「重点事業」等

施設の維持管理費や
定例的な補助金、市
内部事務経費など

人件費・扶助費・
公債費、その他
義務的経費に準
じるもの

重要事業の推進や

新たな課題への対応

のための経費

４ 予算編成手法について

重点
政策経費

局裁量経費

義務的経費

29

◆ 予算編成では、平成17年度当初予算以降、各局・区に一般財源の枠を配分する「局・区予算

制度」を導入している。
◆ 各局・区が配分された枠内で主体的・自律的に予算原案を作成することで、市民や地域ニーズを

的確に反映させるとともに、局・区の創意工夫による歳入の確保や事務事業の見直しにより、重点
政策経費の確保を図っている。



局裁量経費

経常事業

義務的経費

重点政策経費投資事業

経費区分事業区分

局予算制度のしくみ

一般財源を
局枠として配分

一般財源全体か
ら、義務的経費
及び局裁量経費
を除いた額が、
投入可能な一般
財源額となる

・所要額見込みに基づいて予算
原案作成

・市政運営会議で調整・査定

・配分された枠の中で、義務的
経費以外の経常的な経費やア
セット経費などの予算原案作成

・基本的に局原案どおり

・人件費や扶助費、公債費などの
義務的経費の所要額見込みに
基づいて予算原案作成

・財政局精査

30

1,320事業
413億円

1,570事業
3,469億円

353事業
113億円

※ ２４年度一般会計
当初予算における
事業数と一般財源
投入額

※

2,537事業
3,769億円

アセット

経費

合計 2,890事業 3,882億円



12月 2月 3月1月11月10月9月

予算編成全体の流れ

市政取
組方針
（通達）

予算案
を議会
に上程

局配分
枠提示

各局予算原案

（要求調書）

作成

財政調整課
ヒアリング

財政局調整

財政局
原案提示

市政運営
会議で
調整・査定各局等見積

（要求）の
状況を公表

予算の調整
概要を公表

市政運営
会議で
各局復活

予算案
を公表

31



局の予算原案作成プロセス

32

予

算

原

案

作

成

事務事業ごとに
効果測定を行い、
効率性や効果性
などについて事
業評価

評価結果に基づき、
事業手法や執行方
法などの見直し検討

収入の確保・拡充方
策検討

事務事業評価や
見直し検討結果
を踏まえた優先
順位に基づき、
財源の割り振り

政策推進プランの
重点事業や、市政
取組方針で示され
た分野における事
業の企画・検討

市民ニーズや議会
意見を的確に把握
しながら、必要性や
緊急性、効果性な
どの見極め

候補事業に優先
順位をつけ、選択
と集中の観点に
よる要求事業の
絞り込み

人件費や債務負担設定事業について、所要額見積り

５６事業
７億円

１５８事業
７０億円

２５事業
３７億円

◆ ２４年度当初予算編成における市民局の事例（金額は一般財源額）

重要政策
経費

局裁量
経費

義務的
経費

一方で、制度導入から8年を経過し、実務担当者間で疲弊感を感じるなど課題も生じている。



・職員数の削減

・アセットマネジメント実行計画、長期保全
計画の策定

・跡地の売却（公民館、消防署、市営住宅、
ため池等）

・指定管理者制度の導入（市民体育館、
プール、都市公園等）

・市立病院の地方独立行政法人化

・事務所の移転等による家賃負担の軽減
（ロボスクエア等）

・油山青年の家の廃止

・がん検診自己負担の見直し

・医療費支給制度おける県費補助の適用な
らびに補助率の引き上げ（子ども医療、重
度障がい者医療、事務費 ）

・サンパレスのあり方の検討

・市営駐車場のあり方の検討

・特別支援学校新設にかかる県負担の確
保

・扶助費の見直し

取組みが進んだ主な項目 取組みが進まなかった主な項目

事務事業のやり方について一定の見直しは進んだものの、社会保障関係や市民負担を求める
もの、他団体との財政負担の適正化に関する案件については、見直しが進んでいない。
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５．各論に向けて
（１）これまでの取組み結果〔前プラン掲載項目〕



（基本姿勢について）
• 職員の危機感の共有ができておらず、これまで何とかなっているので、これからもたぶん大丈夫ではな

いかという思いがあるのではないか。
• 対外的な交渉を伴う案件については、市長や副市長の本気度とリーダーシップがないと、積極的に取り

組みにくい。

（見直しの対象や方向性について）
• 定数削減の目標達成は果たされたが、削減が全面に出すぎたきらいがあり、職場に疲弊感が漂い、新し

い課題へのチャレンジ意欲がわきづらくなっている。
• 現業部門を除き、一般事務部門での単純な定数削減は限界に近づいている。
• 少子高齢化の中で、今後さらに増大する社会保障費のあり方を含め、ある程度市民に負担を強いる事

業の見直しも検討すべき。もう一歩踏み込んだ改革ができていない。
• 施設の大量更新期を迎えるにあたり、市域全体のバランスを考えた既存施設のあり方を検討することが

必要。

（マネジメントシステムについて）
• 福岡市を取り巻く環境や財政状況を判りやすく知らせるともに、マスタープランの策定に合わせて福岡市

の将来の姿を明示し、スリム化・効率化を図る部分、その意図、実行手段等を全庁的に認識させ浸透さ
せる取組みが重要。

• 予算の局配分枠も毎年減らされ、新たな取組みを行うにしても人的経費的に困難な状況になってきてい
る。

• 予算編成については、事業費の減額を繰り返すのではなく、思い切ってゼロ査定として欲しい。事業費
の減額だけでは、仕事の量は、ほとんど変わらず、職員の負担が変わらない。

• 財政部局による査定や、外部委員会による仕分けなどの前に、提出レベルから行財政コストを十分に意
識した提出が行われる状況が「活力を維持した行政改革」につながる。

• 経費を節減した努力を次の年度の予算に何らかの形で反映する仕組みを検討して欲しい。
• 大掛かりな内部事務（予算編成や組織編成事務、議会対応準備を含め）の軽減化が必要。

（２）幹部職員の意見（財政健全化関連）
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（３）監査等での指摘・評価など
包括外部監査結果報告書「福岡市における補助金の執行状況について」（H24.3）

・ 対 象：平成22年度に執行された補助金（320件、104億5900万円 うち20件は廃止のため対象外）

（外郭団体等への補助金、建設費に対する補助金を除く）

・ 視 点：「対象事業の公益性」、「補助の公平性・必要性」、「補助効果」、「負担金等への変更検討」、

「対象事業・経費の明確化」、「支出内容の相当性」、「審査手続き」、「情報公開」など

・ 指摘等：指摘16件、意見134件

・特定団体への補助となってる補助金の公募化

・補助対象外経費の要綱等への明示による、補助対象経費の適正化 など

「平成23年度 外郭団体経営評価業務委託報告書」（H23.10）

・ 対 象：本市が25%以上の出資・出捐を行っている33団体について評価を実施

・ 視 点：「事業」、「財務」、「組織・団体運営」、「顧客満足度・成果等に関すること」

・ 総括的コメント：

今日の社会経済情勢の変化を踏まえて、外郭団体の公的サービス分野における位置づけ
を、行政、市民、企業など他のサービス供給主体との関係から明確化すべき。

外郭団体と定量・定性目標について合意した上で、一定の裁量権を付与しながら効率かつ
効果的な事務事業の実施を行う必要がある。

成果指標・フルコスト情報、プロセスの継続的評価と外郭団体マネジメントの仕組みの構築
が必要。
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平成16年「福岡市補助金等審査委

員会」からも提言あり。

平成15年にも外郭団体経営評価を
実施。



経営資源配分
手法の見直し

（４）重点的な取組みの例

財政（一般財源）への影響の大きい分
野での重点的な見直し

・歳出の伸びが大きい分野
・歳入の減少が生じている分野

公共施設のあり方
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これまで見直しが進まなかったもの
・市民サービスの水準の見直しや

市民負担を求めるもの
・補助金 など

外郭団体の見直し

歳入の確保
人件費及び

職員定員管理

ご意見いただきたいこと
・見直しを重点的に取り組むにあたっての着眼点
・事業の選択と集中の実現方策

個別の論点については、第４回会議にて説明の上、ご議論いただく予定


